
日本における住宅等の電気保安日本における住宅等の電気保安日本における住宅等の電気保安日本における住宅等の電気保安

関西電気保安協会

調査部

一般家庭等の電気保安一般家庭等の電気保安
電気工作物の区分

電気工作物

事業用電気工作物
・電力会社

一般用電気工作物
・６００Ｖ以下で受電
般家庭 商店発電所、送電線

・自家用電気工作物
６００Ｖを超えて受電

一般家庭、商店

６００Ｖを超えて受電
工場、ビル



一般家庭等における電気工作物の区分

6 600V6 600V
分電盤から照明器具、分電盤から照明器具、
コンセント等にコンセント等に6,600V6,600V コンセント等にコンセント等に
至る屋内配線至る屋内配線

１００Ｖ、２００Ｖ１００Ｖ、２００Ｖ

アンペアブレーカーアンペアブレーカー

（ただし、メータおよびアンペアブレーカーは電力会社の所有物である）（ただし、メータおよびアンペアブレーカーは電力会社の所有物である）

一般家庭の配線 ［参考］般家庭の配線 ［参考］

※※ 配線は単相配線は単相※※ 配線は単相配線は単相
33線式で電圧線式で電圧
100V/200V100V/200Vにてにて
配線されている配線されている

※※ 居室内配線居室内配線

配線されている配線されている

引込線引込線

※※ 居室内配線居室内配線
の対地電圧はの対地電圧は
原則１５０原則１５０VV以下以下

引込線引込線

計量器計量器 ※※ 日本の日本の計 器計 器

分電盤分電盤

接地システム接地システム
ははTTTT式接地式接地
システムシステムシステムシステム



一般家庭等における電気保安体制と法令般家庭等 おける電気保安体制 法令

電気保安を確保するための法律電気保安を確保するための法律

一般用電気工作物

電気用品安全法
電気工事士法
電気 事業法一般用電気工作物 電気工事業法

電気事業法電気事業法

電力会社による検査義務
登録検査機関への委託

技術基準の適合検査
電気安全検査

気気

登録検査機関 の委託 気

国の直接監督
技術基準の適合命令
国の立入検査

高圧以上お客さまの電気保安体制

自主保安体制 技術基準基の適合維持義務

保安規程の作成 届出 遵守保安規程の作成、届出、遵守

主任技術者の選任、届出、外部委託

事業用電気工作物 国が自主保安を補完

法定事業検査

安全管理審査

国の直接監督

自家用電気工作物の使用開始届

工事計画の認可、届出

自家用電気工作物の使用開始届

使用前検査、定期検査

般家庭より厳格な般家庭より厳格な
事故、その他の報告義務

立入検査

一般家庭より厳格な一般家庭より厳格な
管理体制が定められている管理体制が定められている

立入検査

技術基準適合命令、保安規程改善命令



一般家庭等における電気安全確保策一般家庭等における電気安全確保策

①①製造段階製造段階 ②②工事段階工事段階 ③③維持・運用段階維持・運用段階①①製造段階製造段階 ②②工事段階工事段階 ③③維持・運用段階維持・運用段階

電気用品安全法電気用品安全法 電気工事士法・電気工事業法電気工事士法・電気工事業法 電気事業法電気事業法

竣工検査竣工検査 定期検査定期検査

電力会社電力会社
登録検査機関が実施登録検査機関が実施

①①製造段階（部品・材料の製造、販売）製造段階（部品・材料の製造、販売）
・電気用品安全法・電気用品安全法 ⇒⇒ 製造業者又は輸入業者を規制製造業者又は輸入業者を規制

②工事段階②工事段階
電気工事士法ほか電気工事士法ほか ⇒⇒ 電気工事従事者 電気工事業者を規制電気工事従事者 電気工事業者を規制・電気工事士法ほか・電気工事士法ほか ⇒⇒ 電気工事従事者、電気工事業者を規制電気工事従事者、電気工事業者を規制

③維持・運用段階③維持・運用段階③維持 運用段階③維持 運用段階
・電気事業法・電気事業法 ⇒⇒ 一般家庭、電力会社を規制一般家庭、電力会社を規制

①①製造段階製造段階①①製造段階製造段階
（電気部品・材料の製造、販売を含む）（電気部品・材料の製造、販売を含む）

電気用品の技術上の基準に適合

メーカーメーカー 製製 造造 流流 通通

・電気用品の技術上の基準に適合 電気用品は電線、
配線器具、家庭で
使用される電気

・電気用品の民間第三者認証

使用される電気
機器など

電気用品 民間第 者認証
電気製品の安全性
試験等を実施する
民間機関民間機関

「消費生活用品安全法」により・試買検査、製品改修等 「消費生活用品安全法」により
粗悪品、模造品回収等の措置

試買検 、製品改修等



②工事段階②
電気工事における品質の確保の流れ電気工事における品質の確保の流れ
電気工事業者電気工事業者 電力会社電力会社電気工事業者電気工事業者 電力会社電力会社

電気使用申込電気使用申込 使用受付使用受付

法法
がが
定定

図面審査等図面審査等

電気使用申込電気使用申込 使用受付使用受付

電気工事施工電気工事施工

めめ
たた
有有
資資

電力会社・登録電力会社・登録

自主検査自主検査

資資
格格
者者
にに

検査機関によ検査機関によ
るる

完了受付完了受付
工事完了連絡工事完了連絡

調査結果受領調査結果受領

にに
よよ
りり
施施 竣工検査実施竣工検査実施調査結果受領調査結果受領

国が定めた検査国が定めた検査 電気設備 渡電気設備 渡

施施
工工 お客さまお客さま

国が定めた検査国が定めた検査
基準に適合基準に適合

電気設備引渡し電気設備引渡し

③維持・運用段階
検査業務の種類と頻度

竣工検査竣工検査 定期検査定期検査竣工検査竣工検査 定期検査定期検査

検査実施者･･･電力会社あるいは検査実施者･･･電力会社あるいは
国に登録された検査機関国に登録された検査機関

一般家庭等の電気工作物が一般家庭等の電気工作物が
設置されたときおよび設置されたときおよび 国に登録された検査機関国に登録された検査機関

（保安協会、各都県工事組合など）（保安協会、各都県工事組合など）増設変更したときに実施増設変更したときに実施

図面、設備の確認図面、設備の確認

４４
年年図面、設備の確認図面、設備の確認

絶縁状態確認等絶縁状態確認等
年年
毎毎

・漏電有無の測定・漏電有無の測定
・電気工作物の点検・電気工作物の点検
・問診・問診
・電気安全指導（電気安全の啓発）・電気安全指導（電気安全の啓発）

・定期検査は４年に・定期検査は４年に11回実施回実施
・学校、病院、プールなどの・学校、病院、プールなどの
設備については毎年設備については毎年11回以上回以上設備については毎年設備については毎年11回以上回以上



安全検査の基準

［電気技術基準および解釈］
・第１９条 接地工事、第５８条 低圧電路の絶縁性能 等

［一般用電気工作物定期検査指針］
①検査の内容と頻度

接地工事接地工事
①検査の内容と頻度
一般家庭等の電気設備が「電気設備に関する技術基準」に適合しているかを、前回
実施した調査から起算して４年に１回以上実施する（例外頻度の設備あり）

接地 事接地 事

②定期検査の実施方法
・絶縁抵抗計または、漏れ電流計を用いた測定により絶縁状態の確認

・問診のうえ 目視できる部分について点検を行い 不良個所の有無を検査する・問診のうえ、目視できる部分について点検を行い、不良個所の有無を検査する

③改修の促進
・不良通知のお客さまから改修済みの連絡があった場合は再検査を行なう

・絶縁不良等保安上重要なものについては適時、改修を促す

④定期検査訪問時の啓発周知
電気の使用に伴う危険の発生防止のため啓発周知を実施する・電気の使用に伴う危険の発生防止のため啓発周知を実施する

歴史的な経緯と評価歴史的な経緯と評価
定期検査の周期

制度改定年 一般家庭等 映画館等

１８９１年 適時 無し適時 無し

１８９６年 ※１ 毎年１回 毎年１回

１９１１年 毎年１回 毎年４回１９１１年 毎年１回 毎年４回

１９４９年 ２年１回 毎年２回

１９６５年 ※２ ２年１回 ２年１回

１９８９年以降 ４年１回 毎年１回４年１回 毎年１回

※※１１ 18961896年年 定期検査が制度化される定期検査が制度化される
※※２２ 19651965年年 一般家庭等の電気設備範囲、保安責任が一般家庭等の電気設備範囲、保安責任が※※ 6565年年 般家庭等の電気設備範囲、保安責任が般家庭等の電気設備範囲、保安責任が

明確化された明確化された



電気火災、感電災害の推移電気火災、感電災害の推移

〇全国では〇全国では20072007年の年の
火災発生５４火災発生５４,,５００件の５００件の57460

53276 54582
6245462913

5650560000

70000

総火災件数 電灯等の配線、配線器具 による出火件数
出火件数出火件数

,,
内電気配線、配線器具内電気配線、配線器具
によるによる 出火の割合は出火の割合は
約４％約４％ であるである

53276 54582

2575 2416165820000

30000

40000

50000

60000

〇全体的に電気火災は〇全体的に電気火災は
減少の傾向である減少の傾向である

2009 2579 2634 2575 24161658

4.4%4.8%4.6%3.2%2.9% 4.1%
0

10000

20000

1990 1995 2000 2005 2006 2007 年年

資料資料 消防庁防災情報室「火災年報」消防庁防災情報室「火災年報」
〇感電災害は近年減少〇感電災害は近年減少
傾向にあり感電死亡は傾向にあり感電死亡は
年間１０数件の発生で年間１０数件の発生で年間１０数件の発生で年間１０数件の発生で
あるある
〇年間統計で感電死亡率〇年間統計で感電死亡率
はは100100万人割合０ ２人万人割合０ ２人はは100100万人割合０．２人万人割合０．２人
以下以下
〇一般家庭における感電〇一般家庭における感電
死亡は数年間は死亡は数年間は 00件件

厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課調べ厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課調べ

死亡は数年間は死亡は数年間は 00件件
であるである19891989 19921992 19951995 19981998 20012001 20042004 20072007年年

一般家庭等の電気保安に関する社会的システム一般家庭等の電気保安に関する社会的システム

電気工事業者電気工事業者 メーカー等メーカー等
一般家庭一般家庭

自主保安自己責任自主保安自己責任

・・電気工事施工証明書発行電気工事施工証明書発行

安全管理知識が不足安全管理知識が不足

電力会社・検査機関電力会社・検査機関

・・ 製品回収製品回収

電力会社 検査機関電力会社 検査機関

国国

・検査品質維持・検査品質維持
・電気安全ＰＲ・電気安全ＰＲ
・各種サービスメニュー・各種サービスメニュー

・啓発活動・啓発活動
・情報公開・情報公開
・保安基準等を定め法令化・保安基準等を定め法令化



検査業務の紹介検査業務の紹介
一般家庭等を訪問、在宅時の検査一般家庭等を訪問、在宅時の検査

一般家庭の標準的な定期検査の般家庭の標準的な定期検査の
所要時間は約１０分で、検査コスト
は１，０００円程度である

分電盤で、絶縁抵抗の測定

気使 安全 説電気使用安全についての説明

不在・停電出来ないお客さまは、絶縁状態の確認

漏れ電流測定による漏れ電流測定による
絶縁状態の確認
（漏れ電流値１ｍA以下が良）

手元で測定出来ないお客さまでの漏れ電流測定



般家庭の電気保安に関する今後般家庭の電気保安に関する今後一般家庭の電気保安に関する今後一般家庭の電気保安に関する今後

現行の検査制度についての意識調査を全国で無作為抽出の
７０８名を対象に実施

現行の検査内容の評価
についてのアンケ ト結果

現行の電力会社の検査義務現行の電力会社の検査義務
ついてのアンケ ト結果ついてのアンケ ト結果についてのアンケート結果 ついてのアンケート結果ついてのアンケート結果

わからないわからない
分からない分からない
７％７％

内容を充実内容を充実

７％７％

電力会社電力会社
の検査義の検査義
務を継続務を継続

必要としない必要としない
１％１％

７％７％
すべきだすべきだ
１７％１７％

自己責任で自己責任で
行なうべき行なうべき
４％４％

務を継続務を継続
すべきすべき
８９％８９％

現行の内容でよい７５％現行の内容でよい７５％

１％１％

電気保安協会全国連絡会議、調査ビジョン部会資料より電気保安協会全国連絡会議、調査ビジョン部会資料より

現行の検査制度についてのお客さま意見現行の検査制度についてのお客さま意見

① 現行のように軒並み・連続して検査を行う方法は
良い方法である。（隣家からの火災類焼防止も期待）良い方法である。（隣家からの火災類焼防止も期待）

② 高齢化社会を迎え、安心して暮らすためにも現行の
検査制度が良い。検査制度が良い。

③ 検査費用が電気料金に月額20円程度合まれる、
現在の集金方法が、検査の都度請求され支払い現在の集金方法が、検査の都度請求され支払い
するよりも良いと思う。

④ 電力会社のような信頼できるところに義務付けてい④ 電力会社のような信頼できるところに義務付けてい
る今の検査制度・方法が良いと思う。

調査ビジョン部会資料より調査ビジョン部会資料より



技術革新の進展と技術革新の進展と展展

今後の検査業務のあり方今後の検査業務のあり方

お客さまのニーズに応えられる、親切、丁寧、効率的

今後の検査業務のあり方今後の検査業務のあり方

お客さまの ズに応えられる、親切、丁寧、効率的
な検査業務の提供に積極的に取り組んでおります。
近年のＩＴ（情報技術）革命や、環境問題に取り組んだ近年のＩＴ（情報技術）革命や、環境問題に取り組んだ
太陽光発電など設備技術の進展が、現行検査業務・方
法にも大きな影響を与えるものと考えられる。法にも大きな影響を与えるものと考えられる。
このため電気保安協会として、今後これらの技術開発
の動向を注視しつつ、検査業務のあり方、および新技術の動向を注視し 、検査業務のあり方、および新技術
を導入した保安協会の業務についても検討しておく
必要がある。必要がある。


